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1. 特定保健指導実績評価率 

 介入群は非介入群に比べて、実績評価率は 4.0％高く、有意に高かった

（表 1）。 

（表 1）特定保健指導実績評価率 

  

2. 実績評価時の生活習慣改善率 

栄養・食生活、身体活動とも、介入群と介入群に、有意な差を認めなかった

（表 2～3）。 

（表 2）実績評価時の生活習慣改善率（栄養・食生活） 

（表 3）実績評価時の生活習慣改善率（身体活動） 
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3. 特定保健指導後（次年度）の健診結果（保健指導レベル）改善率 

介入群は非介入群に比べて、有意な差を認めなかった（表 4）。 

非介入群を介入前（初回面談 2020 年 4～9 月）と介入後（初回面談 2020 年

12 月～2021 年 3 月）に分けて比較すると、介入後の方が介入前に比べて有意

に高かった（表 5）。 

 

（表 4）特定保健指導後の健診結果改善率 

 

（表 5）特定保健指導後の健診結果改善率（非介入群） 

 

5. 自己効力感の影響に関する検討 

自己効力感が高い群は低い群に比べて、特定保健指導実績評価率は 6.2％高

く、有意に高かった（表 6）。 

実績評価時の生活習慣改善率では、栄養・食生活、身体活動とも、自己効力

感が高い群と低い群の間に、有意な差を認めなかった（表 7～8）。 
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（表 6）自己効力感の程度による実績評価率 

 

（表 7）自己効力感の程度による実績評価時の生活習慣改善率（栄養・食生活） 

 

（表 8）自己効力感の程度による実績評価時の生活習慣改善率（身体活動） 
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【考察】 

介入群は非介入群に比べて、特定保健指導実績評価率は 4.0％高く、有意に

高い結果となったことから、個々の個人特性（自己効力感）に合わせた生活習

慣改善を継続する励ましは有効であることが裏付けられたと考える。 

また、実績評価時の生活習慣改善率は、介入群と非介入群の間に有意な差は

認められなかった。 

特定保健指導後（次年度）の健診結果（保健指導レベル）改善率については、

介入の有効性が認められる結果ではなかったが、非介入群における介入前及び

介入後の比較において、介入後の改善率は有意に高い結果となった。対象者の

自己効力感という個人特性を意識して取り組んだ経験から、指導者（保健師等）

の対象者との信頼関係の早期構築等の技術向上に繋がった可能性が考えられ

る。実際に指導者からは、自己効力感を判定した結果を対象者と共有すること

で、対象者自身が「自分が理解された」と感じるためか、コミュニケーション

が円滑になり初回面談時早期に信頼感が形成できたと感じられたとの声が聞

かれた。 

介入群のうち、自己効力感の程度による結果では、自己効力感は高い人のほ

うが低い人に比べて、実績評価まで到達した率が有意に高かった。特定保健指

導の初回面談は、健診結果と生活習慣の関連性を理解し自己選択のうえ行動変

容に導くものであるが、実際には本人の意欲や実行力といった心理社会面の影

響も大きく作用している。このようなことを踏まえ、対象者の個人特性に合わ

せた取り組みや工夫により生活習慣改善を継続する支援ができるよう指導者

の質の向上に取り組んでいきたい。 

 

【備考】 

2019（令和元）～2021（令和 3）年度 支部調査研究事業として実施。 
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